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学 位 論 文 内 容 の 要 旨 
 
 本論文は、5 章（第１章：はじめに、第 2 章：方法、第 3 章：結果、第 4 章：考察、
第 5 章：総論）から構成されている。 
 第 1 章では、本研究の背景と現在の課題及び、本研究の目的を述べている。身体活動
には多くの意義があるが、日本の成人において定期的な身体活動を実施している人は約
3 割と少なく、積極的な推進が望まれている。職域は、身体活動推進の重要な場のひと
つとして期待されている。勤労者の健康の保持増進に対する考え方には、二通りある。
第一は、勤労者自らが自主的、自発的に取り組むことを大前提としたうえで、事業者の
積極的な推進が必要とする考え方である。勤労者の働く現場には、勤労者自身の力だけ
では取り除くことができない健康障害要因、ストレス要因などが存在しているからであ
る。第二は、健康は事業者から得る報酬と従業員から提供される能力を交換する上での
根幹資源をなすものであるとする考え方である。原田(2013)は、身体活動促進と関連し
た近年の心理学研究をレビューし、これまでの知見から身体活動の媒介要因を探る研究
が活発化していることを指摘し、概念間の用語の差異はあるものの自己調整の重要性が
支持されていると報告している。自己調整とは、社会的認知理論のなかで人の行動を説
明する機能のひとつとして取り上げられている構成概念で、自他からの影響に動機づけ
られて自己コントロールを行うことを指す。自分自身を動機づけるための代表的な方略
としては、目標設定やセルフ・モニタリングなどが想定される。また、身体活動の推進
に関する諸外国の先行研究においては、セルフ・エフィカシー（有効性）に代表される
心理社会的要因の重要性が報告されている。一方、日本においては、行動変容技法（方
略）を実践することが身体活動量の増加や運動習慣の定着に影響を与えるかの検討が不
十分であることが指摘されている(武田, 2012)。今後、職域で身体活動量を増やすため
の方略の有効性を高めていくためには、日本の勤労者を対象として、目標設定を中心と
した方略、セルフ・エフィカシーを中心とした心理社会的要因、および身体活動量の関
係を明らかにする必要がある。本研究の目的は、身体活動に関連した労働者の心理社会
的要因と目標設定を中心とした労働者の方略が、身体活動量増加とどのような関係があ
るかを明らかにすることである。 
 第 2 章では、方法について述べている。本研究の対象者は、某企業の主催する 3 ヶ月
間のウォーキング促進イベントに参加した、日常的に身体活動が少ない座位中心の生活
を送る勤労者であり、イベント終了時に Web による質問調査に回答した 281 名であっ
た。調査内容は、基本属性、勤務関連情報、身体活動量（国際標準化身体活動質問票に
て測定）、心理社会的因子、目標設定の状況、健康データの登録状況（セルフ・モニタ
リング）であった。分析には、相関分析、カイ二乗分析、マンホイットニーU 検定、媒
介分析を用いた。 
 第 3 章では、結果について述べている。対象者は、平均年齢 46.3±7.5 歳で、男性が
76.2%であった。職種については、開発職が 30.6%で最も多かった。片道通勤時間が 60
分以上のものが 62.3%を占め、また、片道通勤徒歩時間が 30 分以上のものは、32.7%
を占めた。役職者は、38.4%であった。直近１ヶ月あたりの時間外労働時間は、ほとん
どない人が 38.8%、10 時間から 45 時間未満/月の人が 52.7%であった。勤務内容に関
する設問では、精神的負担ありと回答した人は、66.2%、身体的負担ありと回答した人
は、22.0%であった。対象者の身体活動量の平均は、1,818 メッツ・分/週であった。対
象者の中で、推奨身体活動量を満たしている人の割合は 2 割であった。相関分析におい
ては、身体活動との関連が中等度に強かった項目は、運動セルフ・エフィカシーであっ
た。通勤で徒歩時間が長い人も、身体活動との相関がやや強かった。身体活動のための
方略では、個人目標の要素数が多い人は、有意に身体活動量が多かった。一方、対象者
がセルフ・モニタリング目的で健康情報を登録した頻度は、身体活動量との間に有意な
相関関係を認めなかった。個人目標の要素数、運動セルフ・エフィカシーと身体活動量
の関係性をメディエーショナル・モデルを用いて調べた結果からは、運動セルフ・エフ
ィカシーが、個人目標の要素数と身体活動量の関係において、媒介要因として関連して
いた。 
 第 4 章では、考察について述べた。本研究では、目標設定と身体活動量の増加との関
連において運動セルフ・エフィカシーの重要性を明らかにしている。また、個人目標を
具体的に立てることは、運動セルフ・エフィカシーを介して身体活動量の増加に関連す
ることが明らかになった。今後、身体活動促進の企画を立てる場合は、運動セルフ･エ
フィカシーを高めるような支援を強化していくと身体活動量を増加させる有効性が高
まることが期待できる。また、同時に、職域における個人指導や集団指導では、具体的
な目標設定のための支援を強化することで、身体活動量の多い勤労者の割合を高めるこ
とができるであろう。 
 第 5 章では、総論について述べた。本研究で明らかにされた知見は、今後、個人に対
する保健指導の場面で優先すべき視点を提供すると同時に、ポピュレーションを対象と
した企画においても、身体活動量が増えるための有効性を高める上で役立つものと考え
られる。勤労者の健康づくりを目的とした身体活動量の増加には、運動セルフ・エフィ
カシーが強く関連している。さらに、目標を具体的に立てることが運動セルフ・エフィ
カシーを増加させることと関連が高いことが明らかにされた点において新規性がある。 
 
学 位 論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
 本論文に関し調査委員から五つの質問がなされた。第一は、研究のまとめに関する質
問、第二はタイトルに関する質問、第三は研究テーマの社会への還元に関する質問、第
四は研究成果を企業の介入に生かした場合の有効性に関する質問、第五は本研究におけ
るセルフ・モニタリングの定義に関する質問であったが、いずれも著者から明確な回答
が得られた。また、公聴会においては、聴衆より課題セルフ・エフィカシーと自己調整
セルフ・エフィカシーの違いを問う質問がなされたが、著者から明確な回答がなされた。 
 以上により、論文調査及び最終試験の結果に基づき、審査委員会において慎重に審査
した結果、本論文が博士（学術）の学位に十分値するものであると判断した。 
